７韓国政治・北朝鮮政治の中の日韓・日朝関係　　　　　　　　　05262010
1965年に成立した日韓国交正常化交渉の政治過程を中心にして、韓国政治そして朝鮮半島をめぐる政治にとって日本がどのような役割を果たしたのか、また日本がどのように認識されていたのかについて考察する。また、現在進行中である日朝国交正常化交渉についても、日韓交渉との比較の観点から、考察を加える。
理論的問題関心：脱植民地化の国際関係、冷戦体制下における同盟関係
必読文献

拙稿「第1章　冷戦と経済『協力』：1960年代」「第2章　東アジア国際政治の『変容』と日韓関係の『緊密化』：1970年代」有斐閣より論文集の一部として刊行予定。この教材については、公共政策大学院のウェブサイトからダウンロードするか、履修者の登録アドレスに直接送るので、それを参照されたい。
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Ⅰ　韓国外交の中の日韓関係（北朝鮮外交の中の日朝関係）の初期条件
１　韓国外交の条件（北朝鮮外交もほぼ同様の条件を抱える）
１地政学的条件：相対的大国である「大陸勢力」（中ロ）と「海洋勢力」（日米）とによって「包囲」された結節点
２　日本による植民地支配の経験と脱植民地化の課題
３　冷戦による南北分断体制と対北朝鮮優位を確保する手段としての米韓同盟関係（北朝鮮は中ソ対立という特別な条件を抱える：一方で中ソ対立は北朝鮮にとって中ソどちらにも一方的に従属しないような｢隙間｣を提供し、中ソの対北朝鮮支援競争を促進したという側面もあったが、やはり中ソ対立は北朝鮮にとっては外的支援の分裂を促したという意味で、北朝鮮の外交的孤立を促進したと見ることができる）
４　経済発展を達成するための手段（資本提供、市場提供、モデルの提供など）としての外交
３の重要性は一貫していた。少なくとも、現在までは、その他の３つの条件は３の条件に従属していた（矛盾して抑えられていたという意味では必ずしもない）
２　韓国外交における日本の位置づけ（北朝鮮外交における日本の位置づけ）
　１　朝鮮半島をとりまく周辺大国の１つ（＝北朝鮮）
　２　植民地支配経験と脱植民地化の対象国（＝北朝鮮）
　３　東アジアにおける反共自由主義陣営の一員、アメリカとの同盟関係を通した｢結びつき｣（北朝鮮：敵対的陣営に属する敵対国家、但し1950年代まではそれほど固定的ではなかったし、70年代には接近の可能性も見られた）
　４　経済発展を達成するための資源やモデルの提供者（北朝鮮：抗日遊撃隊国家として反日をより徹底させた点はあるが、他方で植民地経験との連続性もある）
Ⅱ　５０年代
韓国：反日と反共の狭間での揺れと対米関係への依存、北朝鮮：日韓関係に楔を打ち込む
１　日韓国交正常化の意味と具体的争点（高崎、李元徳、太田、拙稿（1995）などを参照）
⑴４つの｢課題｣
①特に日本にとっては｢反共の防波堤｣としての韓国
②脱植民地化（歴史の清算）:36年に及ぶ日本植民地支配に対する清算
③冷戦体制：冷戦体制下反共自由主義陣営の結束強化
④経済協力：日韓の経済協力により、日韓の経済発展を図る。
⑵主要争点・懸案
①　日本にとっての韓国の「地位」：
　・「戦勝国」として、サンフランシスコ講和条約の署名国になりうるか。
　金民樹「対日講和条約と韓国参加問題」日本国際政治学会編『国際政治131「民主化」以後のラテンアメリカ政治』2002年。
　韓国：連合国の一員として講和会議への参加を主張
　アメリカ：冷戦状況における韓国政府の地位強化のため、当初は講和会議への参加を支持
　ｖｓ
　イギリス：「韓国は敗戦国の領土であったことから、対日講和条約に署名権をもって参加することはできない。」背景には、中国承認問題をめぐる米英間の対立が存在。また、旧植民地を旧宗主国との関係に関する米英間の利害の違いも存在。
　日本：韓国の参加を回避したい、参加には消極的であることは一貫するが、アメリカの意見に真っ向から反対することはできない。「在日朝鮮人が講和条約によって日本国内において連合国人の地位を取得しないことを明白にされるならば、韓国政府が署名をすることには、異議を固執しない」
結果的には、米英間の妥協と、日本側の働きかけの結果、韓国は署名国から排除された。
・米軍政法令第33号（帰属財産処理法）：第2条1945年8月9日以後日本政府、その機関、又はその国民、会社、団体、組合、その政府のその他の機関あるいはその政府が組織もしくは取り締まった団体が直接間接にもしくは全部又は一部を所有又は管理した金、銀、白金、通貨、証券、銀行勘定、債権、有価証券もしくは本軍政庁の管轄内に存在するその他前種類の財産およびその収入に対する所有権は、1945年9月25日付けで米軍政庁が取得し米軍政庁がその財産全部を所有する。1945年12月6日
・サンフランシスコ対日平和条約第4条：
（a）この条の（ｂ）の規定を留保して、日本国およびその国民の財産で第2条に掲げる地域にあるもの並びに、日本国およびその国民の請求権（債権を含む。）で現にこれらの地域の施政を行っている当局およびそこの住民（法人を含む。）に対するものの処理並びに日本国におけるこれらの当局および住民の財産並びに日本国およびその国民に対するこれらの当局および住民の請求権（債権を含む。）の処理は、日本国とこれらの当局との特別取極の主題とする（以下省略）。
(b)日本国は、第2条および第3条に掲げる地域のいずれかにある合衆国軍政府により、又はその指令に従って行われた日本国およびその国民の財産の処理の効力を承認する。⇒上記米軍政令第33号
第１次会談請求権委員会：日本側の対韓請求権の主張と韓国側の反発
対日平和条約第4条に関するアメリカの解釈
日本の対韓請求権の主張とそれをどのように解釈するのか。
・アメリカの公式見解：(日韓双方)駐米大使への覚書（1952年4月29日）
　合衆国は、日本国との講和条約第４条（ｂ）並びに在韓国軍政府の関連指令および措置により、大韓民国の管轄圏内の財産について日本国および日本国民のすべての権利、権限及び利益が取り去られたという見解である。したがって、合衆国の見解によれば、日本国はこれらの資産又はこれらの資産に関する利益に対する有効な請求権を主張することができない。もっとも、日本国が講和条約第4条（ｂ）において効力を承認したこれらの資産の処理は、合衆国の見解によれば、講和条約第4条（a）に定められている取極を考慮するに当たって関連があるものである。
韓国側：韓国の対日請求権のみが認められていると解釈
日本側：日本は対韓請求権だけを独立して主張することはできないが、日韓双方が持つ請求権を相殺することは構わない。
・対日平和条約第4条の解釈に関する覚書（米国務省→日韓両政府へ　1957年12月31日。但し、当時は秘密文書とされており、61年になって公開される）
①米軍政庁の管轄内の韓国地域にあった日本の財産は米軍政に帰属させ、その後大韓民国に移譲した
②アメリカ政府は、日本が主張する補償要求が、帰属命令、移譲協定及び講和条約第4条（ｂ）項の用語、理由及び意図と矛盾するものだと考える
③韓国と日本の間の特別協定には、韓国の対日請求が、韓国政府の在韓日本財産の引受けによって消滅、または充足されたと考えられる範囲の決定を含む
④特別協定の締結において、在韓日本財産の処分がどのように考慮されねばならないかに関する見解をアメリカが開陳することは適当ではない。特別協定は関係両国政府間の問題であり、したがって、このような決定は、当事国自身か、又は当事国から権限を委任された機関により、当事国が提出する事実と法理論を十分に検討した後に初めてなされるだろう
・（久保田発言の撤回と在韓日本人私有財産請求権の放棄に同意する）日韓合意議事録（1957年12月31日、秘密文書であり、61年に公開）
　アメリカの上記覚書について、日韓両政府は意見を同じくすると理解する。この覚書は財産請求権の相互放棄を意味するものではないし、またそれは韓国の請求権を実質的に害するものではないと理解する。以上の点について、日本の外相（藤山愛一郎）と韓国の駐日代表部大使（金裕沢）が合意する。
日本から韓国へ移転する財産的価値の名目と量：戦時「賠償」・植民地支配に対する「補償」・請求権問題（植民地支配によってもたらされた未解決の財産関係の清算）・「経済協力」
アメリカ対日賠償使節団（ポーレー）の中間報告：日本の軍国主義の復活を不可能にする。「独立した朝鮮経済の復興に役立てる」ため、賠償請求の一部として「朝鮮の資源と人民を搾取するために用いられた」日本の産業設備を南朝鮮に移転することをトルーマン大統領に建議（45年12月７日）
米軍政庁特別経済委員会：日本の植民地支配は不当であり、従って日本は植民地支配による朝鮮人の損失をも補償しなければならないという前提で、南朝鮮側の対日賠償要求リスト（492億5428万8000円）と日本側の対南朝鮮要求リスト（88億8939万9420円）の作成
↓
アメリカの対日賠償政策の転換（47年～）
　極東委員会：（南朝鮮は連合国ではないので）南朝鮮の賠償取得権利の否定、厳格な対日賠償政策の根本的転換
韓国政府の要求
・南朝鮮過渡政府内部における対日賠償問題に関する調査
　朝鮮銀行の対日債権一覧表（47年9月30日）：総額約168億円
　財務部調査（47年11月）：総額約198億円
総額約410億円を要求額として策定：「戦勝国が戦敗国に対して要求し勝者の損害を敗者に負担させる戦費賠償の概念とは性質が異なり」「過去数十年植民地として強制権勢によって一方的に収奪・掠奪・搾取された膏血に対する補償」
・韓国政府の「対日賠償要求調書」（49年9月）←連合国の一員として対日講和会議に参列することを連合国に要請し、大韓民国が対日賠償要求をする正当な権利を保有している
第一部　現物返還の要求の部：総額約198億円
第二部　確定債権の部：総額約174億円
第三部　中日戦争及び太平洋戦争に委員する人的物的被害の部：人的被害分として総額約5億6000万円
第四部　日本政府の低価格収奪による被害の部：総額約18億4000万
総額　24億ドル7676万ドルの計算
「補償」の金額：できるだけ多額を要求する韓国側とできるだけ少額に抑えたいと考える日本側。
日韓併合条約(1910年)およびそれに至る諸条約の法的問題：
韓国政府：元来が不法行為であり無効であると主張する。したがって、韓国併合自体は｢国権簒奪｣であり、それ自体が賠償責任の対象となる。
日本政府：元来は有効であったが1945年になって無効になったと解釈する。したがって、植民地支配それ自体に関する損害賠償責任はないという見解。
文化財返還、船舶返還：返還の範囲をめぐる日韓の解釈の違い。
韓国政府：日本が植民地支配の過程で、韓国から収奪した文化財を全面的に韓国に返還するべきである。また、日本からの脱植民地化の過程で、日韓の間に存在した船舶の帰属をどのようにするべきかに関して、日本政府は、全面的に船舶の返還に応じるべきである。
日本政府：私人が行った文化財の商行為に関しては、政府が責任を負うことは困難である。また、船舶に関しても、日本の脱植民地化の過程において、どこにいたのかを基準として法的に返還範囲を議論するべきである。
漁業問題（李承晩ラインと漁業協力問題）：【平和線・李承晩ライン】
韓国政府：より競争力の高い日本漁船が、韓国近海の漁業資源を乱獲することを防ぐために平和線が必要である。
日本政府：李承晩ラインは国際法的に全く根拠のない一方的なものであり、しかも、それを｢侵犯｣した漁船を片っ端から拿捕し、漁民を抑留することは許されない。即座に撤廃するべきだ。ただ、漁業資源の保護という問題に関しては、日韓の間で協議する用意がある。
在日韓国・朝鮮人の法的地位に関する問題
　韓国政府：在日韓国人は、日本政府の責任で日本に連れられてきた人がほとんどであり、本人の選択によって、可能な限り、日本人と同等な法的地位を享受させるべきである。
　日本政府：たとえ、以前は日本国籍を持っていたかもしれないが、外国籍を持つ人が日本に住んでいるので、基本的には、彼らが日本で生活する権利が当然にあるのではなく、日本政府による裁量によるものである。
竹島（独島）の領有権
韓国政府：歴史的に韓国固有の領土であり、日本の植民地支配の終焉とともに当然韓国領土になった。
日本政府：歴史的に日本固有の領土であるとともに、1905年島根県が領土編入を告示している。また、脱植民地化過程において他の島（済州島やウルルン島）とは異なり、返還が明記されていないので、依然として日本の領土である。
韓国の管轄権の範囲に関する問題（38度線以北の管轄権）
　韓国政府：朝鮮半島を代表する唯一の正統な政府が大韓民国であり、韓国の管轄権は当然38度線以北で現在北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）が実効支配する地域にまで及ぶ。
　日本政府：38度線以北は北朝鮮が実効支配しているのであり、韓国との交渉では、38度線以南地域の問題に限定する。
２　1950年代の日韓国交正常化交渉（李鍾元、太田を参照）
⑴朝鮮戦争以前の状況
　アメリカの冷戦政策：「地域統合」構想：日韓の地域「統合」よる反共自由主義陣営の結束強化と繁栄、それによるアメリカの負担軽減を模索
　李承晩政権の二面性（警戒と意欲）
  日本の吉田（茂）政権の消極性
⑵予備会談（51年10月20日〜52年2月）・第１次会談（52年2月15日〜4月21日）
　ＧＨＰによる斡旋
　韓国：「韓日間財産・請求権協定要綱」８項目要求
　　　①韓国から持ち帰った古書籍、美術品、骨董品、その他国宝地図原版及び地金と地銀
　　　②45年8月9日現在、日本政府の対朝鮮総督府債務の弁済
　　　③45年8月9日以後、韓国から振り替え又は送金された金員
　　　④45年8月9日現在、韓国に本社又は主事務所がある法人の在日財産
　　　⑤韓国法人又は韓国自然人の日本国又は日本国民に対する日本国債、公債、日本銀行券、被徴用韓人未収金、その他の請求権
　　　⑥韓国法人又は韓国自然人所有の日本法人の株式又はその他の証券の法的認定
　　　⑦前期の諸財産又は請求権より生じた諸果実の返還
　　　⑧前期の返還及び決済は協定成立後即時開始し、遅くとも6ヶ月以内に終了すること。
　日本：「財産請求権処理に関する日本側協定基本要項」、逆請求権（対韓請求権）の主張
　　　①双方は相手側の領土にある財産についてそれぞれの国民の権利を認める
　　　②双方の国民の権利が侵害された場合には「原状の回復もしくは権利の損失への補償に対して責任を負うべきである」
　アメリカ：請求権問題に対する解釈の曖昧さを放置、駐米大使への覚書（1952年4月29日）
⑶第２次会談（53年4月15日〜7月23日）
　アメリカ：アイゼンハワー政権による積極的な斡旋・李承晩の訪日招請と李・吉田会談
　李承晩政権の対日強硬政策への転換、李ライン侵犯漁船に対する拿捕
⑷第３次会談（53年10月6日〜10月21日）
　久保田貫一郎（日韓会談首席代表）発言とそれに対する韓国側の反発による会談の長期中断
　「日本の朝鮮統治は朝鮮人に恩恵を与えた面もある」
⑸鳩山政権時代（日ソ復交に尽力）の冷却期間：1955年南日（ナムイル：北朝鮮）外相による声明「対日関係改善と国交の用意あり」
⑹岸政権による会談再開に向けたイニシアティブと第４次会談（58年4月15日〜60年4月）
　　日本：久保田発言の撤回、逆請求権の放棄、矢次一夫（やつぎかずお）を特使として派遣
　　韓国：李承晩による積極的な呼応
　　アメリカ：不介入政策への回帰（現状におけるアメリカの圧力の限界とポスト李承晩への期待）
(7)在日朝鮮人の帰国運動・在日朝鮮人の北朝鮮への帰還事業・在日朝鮮人北送問題：（詳細は高崎宗司・朴正鎮（2005）を参照されたい）
日本赤十字社主管によって、帰国希望の在日朝鮮人およびその家族の新潟からの集団帰国を斡旋。日本政府もそれを積極的に支援した。しかし、韓国政府は「２つの『朝鮮』政策」であるとして猛反発。これによって、日韓交渉にはブレーキがかかる
1955年頃から、在日朝鮮人の北朝鮮帰還に向けた動きが日本赤十字（政府）内部、北朝鮮政府内部、在日朝鮮人団体の間で始まったが、公式的には1959年8月の｢日本赤十字社と朝鮮民主主義人民共和国赤十字会との間における在日朝鮮陣の帰還に関する協定｣（政府間）と1971年2月｢帰還未了者の帰還に関する暫定的措置の同意書｣｢今後新たに期間を希望する者の帰還方法に関する会談要録｣（赤十字間）に基づいて、84年までに（実際は、そのほとんどは61年までに）約9万3000人の在日朝鮮人と日本人妻、その子供などが北朝鮮に集団的に永住帰国あるいは移住した。
　日本政府（赤十字）：治安問題と生活保護財政負担の軽減の必要と人道的見地との合致、韓国の立場への優先的配慮の必要性はそれほど感じなかった。
　在日朝鮮人：日本での生活苦、北朝鮮に対する憧れ（祖国建設への参加）
　北朝鮮：労働力確保、韓国に対する優位の確保、日朝関係改善への意欲
　韓国：従来は在日韓国朝鮮人の受入に対して消極的であった。帰国事業の本格化以後は、官民をあげて帰国事業を批判して韓国も在日韓国朝鮮人を受け入れる用意があると提案（1959）し、ブレーキをかけようとした。この件を理由として、一時改善の方向に向かいかけた日韓関係も冷却化した。
　アメリカ：帰国事業を進める日本政府に対して日韓関係への悪影響を理由として慎重な姿勢を求め、さらに在日韓国人の受入を表明した韓国政府に対する財政的援助を申し出たりしたが、他方で人道主義の見地から進められている事業にあからさまに反対することもできず、事業を積極的に妨害することはしなかった。
　ソ連：北朝鮮への支援と国際赤十字との間のライバル意識
　国際赤十字：日本が国際赤十字の関与を求めたために関与することになった。
(8)1950年代における日韓国交正常化交渉の政治力学
　①アメリカ：日韓問題の複雑さによる不介入政策、韓国の軍事安全保障を重視する単独の対韓軍事援助
　②韓国：日韓国際分業に対する拒否とアメリカの援助継続に対する楽観
　③日本の現状打破の意欲欠如（日本の経済力の限界）と現状に対する満足（アメリカを媒介とした日韓経済関係）
　日韓共に対米関係への依存がむしろ、日韓関係を改善するインセンティヴを生み出さなかった。
Ⅲ　６０年代の外交：冷戦の激化を媒介とした日韓関係の結びつきの強化
韓国の初期条件
　与件：冷戦の激化、二国間の勢力関係における北朝鮮に対する劣位（但し、国連などにおいては優位）
　目的：冷戦の激化を与件として、その条件を「利用」することによって、パワー（経済力、軍事力）の増大を図り、北朝鮮との関係における均衡、さらには優位を志向する。
１　６０年代はどのような時代か。
アジアにおける「冷戦」の激化と「冷戦」の変質：ベトナム戦争の本格化と米中対決の時代へ
アメリカのベトナム戦争への本格的に介入
ケネディ政権の責任論をめぐる議論（松岡完『1961ケネディの戦争：冷戦・ベトナム・東南アジア』朝日新聞社、1999年）
　ゴ・ディン・ディエム暗殺・軍事政権の登場とアメリカＣＩＡの介入（1963年）
　ベトナム戦争の主体となるべきＳＥＡＴＯ（東南アジア条約機構）の無力化とベトナム戦争の「国際化」の必要性
　アジアにおける反共自由主義陣営の結束強化の必要性とそのためのアメリカの積極的介入
２　６０年代の韓国外交の条件
　米韓同盟関係の「蜜月」期：韓国から見るとアジアにおける冷戦を与件として、それに「順応」していれば、米韓関係において相対的に「有利な」立場を占めることが可能となる。もしくは、アジアにおける冷戦に「便乗」もしくは「過剰に対応」することによって、よりいっそう大きな利益を獲得することを志向する。
韓国の朴正熙政権にとっては、冷戦の激化という与件の下で、そうした与件に「逆らわない」もしくは「さらに強化する」ことによって、アメリカの対韓支援をほぼ無条件で期待することができるということになる。但し、他方で、アメリカの援助政策が無償から有償へと転換する中で、援助の条件自体は厳しくなりつつあった。したがって、より条件のよい援助をアメリカ以外に求める必要も生じた。
しかし、他方で、６０年代の韓国にとってもう一つ重要な与件は、北朝鮮との関係において、特に単独で、経済力や軍事力などのパワーにおいて相対的な劣位にあったということである。したがって、こうした冷戦という与件を「利用」して、北朝鮮に対する劣位を克服しようとすることが、６０年代の韓国外交の最優先の目的であったと考えられる。「先建設・後統一」というスローガンが、そうした目的を端的に示している。北朝鮮との関係に関しては、相対的な劣位にあることを与件とし、したがって、南北関係を自ら主導することに対しては非常に慎重であり、従来どおり、統一問題、対北朝鮮関係に関しては、自らへの支持勢力が圧倒的に優位な国連という枠組みへの依拠、換言すれば、実質的には何もしないという選択になる。
しかし、こうした冷戦に「制約」されながらも、逆にそれを「利用」して、経済発展と軍事力の増強を図り、北朝鮮に対するパワーの均衡化、さらには優位を確立していくことを目的と設定した。
３　１９６５年日韓国交正常化交渉の妥結をめぐる政治過程（実質的には日・米・韓の３カ国による交渉）：
条件の変化
　１：アメリカの対韓政策の変化：国内安全保障の一環としての韓国の経済開発の重視、対韓援助政策の変化（無償から有償へ）
　２：韓国における政治体制の変動（５・１６軍事クーデターによる朴正煕政権の登場）及びそれに伴う輸出志向型工業化戦略への経済政策の転換
　３：日本の経済力増大と経済協力方式の模索
⑴第５次会談（60年10月25日〜61年5月15日）
　　韓国：４・１９学生革命による李承晩の失脚と張勉政権の対日積極姿勢への転換
　　アメリカ：ケネディ政権の登場と対韓政策再検討作業
　　日本：池田政権の登場と経済重視対米協調路線・経済協力優先の対韓政策
⑵日・米・韓首脳会議：日米（61年6月）日韓（61年11月）米韓（61年11月）
　　首脳同士による日韓国交正常化促進に関する大筋での合意形成
　　日韓の経済的分業を韓国の安全保障のために役立てるという点に関する合意
⑶第６次会談（61年10月20日〜64年4月）
  北朝鮮による「三者（日・韓・朝）会談」提案：日韓国交正常化に対して、日韓国内の反対論に働きかけることによる阻止をねらう。
　　経済協力方式による日韓国交正常化交渉妥結に向けたアメリカの圧力
　　　対日：名目にこだわらず、大局的見地から韓国の経済発展への寄与を優先するように説得する。米欧の対韓関心を強調することで、日本の経済的利害を刺激する。日韓貿易増進に対するアメリカの経済的配慮を示唆する。
　　　対韓：名目への固執よりも、パッケージ（請求権、無償援助、長期低利借款）による金額獲得を優先するべき。韓国の第１次経済開発５カ年計画の必要資金調達を示唆し、日本からの資金導入の必要性を強調する。日韓国交正常化による日本からの資金導入は、アメリカの対韓援助の「代替」ではなく「補完」であることを説得しつつ、韓国の警戒感を緩和する一方で、韓国があまりにも対日正常化に消極的な場合には、対韓援助を脅しのカードとして使うことも示唆する。
　　　形式（名目）については韓国に、金額については日本に譲歩を迫る。そして、金額を無償３億ドル線に近づけるように、日韓両国政府に示唆する。
　　日韓国交正常化両国間での経済協力方式に関する基本的合意と名目と金額をめぐる「妥協」の政治過程
　　金鍾泌（韓国中央情報部長）・大平正芳（外相）会談における請求権問題に関する暫定的な合意（62年11月）
　　　「経済協力方式」による請求権問題の決着：無償３億ドル・有償２億ドル・商業借款１億ドル以上（最終的に、65年には、商業借款の規模が3億ドル以上になる）
　　漁業問題（漁業協力及び李承晩ライン撤廃問題）をめぐる日韓交渉の難航
　　韓国国内における反対運動の高揚と６・３事態（1964年：戒厳令宣布）による交渉の中断、反対運動に対する「ガス抜き」
　⑷第７次会談（64年12月3日〜）における妥結
　　椎名悦三郎（しいなえつさぶろう）外相の訪韓による「謝罪」（65年2月）
　　　｢両国間の長い歴史のなかで不幸な期間があったことは本当に遺憾な次第であり，深く反省する｣
　　アメリカの介入の露骨化：日韓、特に韓国国内の反対勢力への説得
　　日韓基本条約締結・日韓国交正常化（65年6月22日）
　朴正熙：しかし、彼らが心底、再び日本に侵略されるかもしれないと恐れ、経済的に隷属するのではないかと心配するというのならば、私は彼らに問いたい。「君たちはなぜそんなに自信なく被害意識や劣等感ばかり持つのか。日本と言うだけで、なぜそんなにおじけづくのか。」こうした卑屈な考え、これが、まさに屈辱的な姿勢だと、私は指摘したい。（朴正熙大統領「韓日会談妥結に臨む特別談話文1965年6月23日」）
　田中角栄（自民党幹事長）：日韓両国が善隣友好の新しい立場に立って、相互の発展はもとより、真にアジアの平和、世界の平和に寄与するため、建設的な協力の実をあげるよう、両国民が善意と正しい理解をもって、最善を尽くされることを心から期待してやまない。（田中角栄自民党幹事長「日韓条約調印に当たって」『政策月報』1965年7月号）
　　　請求権問題の最終決着：無償３億ドル、有償２億ドル、商業借款３億ドル以上（総額の積み増しを要求した韓国政府の要請で、日本政府は、義務ではない努力規定として商業借款、即ち民間企業による投資を３億ドル以上に積み増し）
　　　韓国併合条約など旧条約の効力に関する玉虫色の決着：already null and void
　　　　1910年の日韓併合に至る一連の協定や条約が元来不法で無効なものであり，植民地支配が合法的には成立しなかったと解釈する韓国側に対して，日本側は，当時の国際法からみて植民地支配自体は合法であったが，45年の時点で効力がなくなったと主張する。
　　　在日韓国人の法的地位問題：「終戦前から引き続き日本に居住している韓国人、およびその子孫でこの協定発効の5年後までに生まれたもの」に限ると主張し，それ以降は自由裁量を保持しようとする日本側と，「すべての子孫に与えるべきだ」と主張した韓国側とが対立した。結局，「協定発効の5年以降に生まれた者」にまで範囲を拡大するとともに，協定発効後25年以内に再協議をするということで妥協した。
　　　竹島（独島）領有権：日韓双方がそれぞれ歴史的に「固有の領土」であるという主張を譲らないだけでなく，戦後処理の過程で，韓国の独立とともに当然韓国領土に編入されたと韓国側が主張するのに対して，返還されるべき領土だと明記されていないので日本の領有権が継続しているはずだと日本側は主張した。そして，交渉過程で国際司法裁判所への提訴を主張した日本側の提案に対して，韓国「固有の領土」であることは疑いないのでそれを拒否するという韓国側（但し，一度だけ韓国政府は「第三国仲裁案」の可能性を示唆したことがある）との間で，接点が見出せないまま，「解決は見送りにし，国交正常化後に話し合うということで合意した。」
　　　韓国政府の管轄権：韓国側が「朝鮮半島における唯一合法な政府であり」韓国の管轄権は朝鮮半島全域に及ぶことを主張したのに対して、日本側は韓国の管轄権を38度以南に限定しようとした。結局、日本は「韓国政府が朝鮮半島全体を管轄するという意味を含まない」ことを前提として，「韓国政府が『朝鮮半島における唯一合法政府である』ことを認める」のにとどめた。
　　　李承晩ラインと漁業問題：韓国では先進的な日本漁業から後進的な韓国漁業を保護するためには「李承晩ライン」が必要であると認識されていたのに対して，日本は「李承晩ライン」の撤廃を求めた。結果的には，日本が韓国漁業の近代化のための経済協力を行う代わりに「李承晩ライン」が実質的に撤廃されるという形で，「漁業問題でも経済協力による懸案妥結がはかられた」
　⑸日韓国交正常化をめぐる国内政治過程：日韓両国内の反対運動の乖離
　　韓国国内における反対運動の論理：不徹底な脱植民地化および歴史の清算に対する批判
「自分たちの過誤にたいするいささかの反省もなく，かえっておごりたかぶり，殺気にみちたまなざしでわたしたちと手を握ろうとするとき，それが順調になしとげられると考えるのは，おろかな考え方でありましょう」（李在学，「日本総理大臣への手紙―佐藤氏へ」『青脈』1965年8月号
日本国内における反対運動の論理：冷戦体制への巻き込まれに対する批判
「カイライ朴政権を全朝鮮の代表と認めることにより北朝鮮への北進武力統一の口実を与えるのであり日本国民は到底承認できない所である。（中略）現在のアジア情勢をみれば南ベトナムでの米地上軍の直接戦闘参加がきめられ，韓国軍も南ベトナムへ増派されようとしている。この日に日韓正式調印を行うことは，日本が韓国とともに，実質的にベトナム戦争に介入する結果をもたらす」（日本社会党，「日韓会談調印に当たっての声明」『社会新報』1965年6月27日
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